
 資料１ 

令和４年度第５回資源評価結果説明会 

（トラフグ日本海・東シナ海・瀬戸内海系群、ヒラメ日本海中西部・東シナ海 

系群、サワラ日本海・東シナ海系群）の開催について 

 

１． 趣旨 

本年３月に閣議決定された新たな水産基本計画においては、「海洋環境の変化も

踏まえた水産資源管理の着実な実施」を柱の１つとし、水産改革に基づく新たな水

産資源管理の着実な実施を図るため、ロードマップに従い、資源調査・評価体制の

整備を進めるとともに、漁業者をはじめとした関係者の理解と協力を得た上で、科

学的知見に基づいて新たな資源管理を推進することとしている。 

令和２年 12月に施行された改正漁業法では、資源管理はＴＡＣ（漁獲可能量）に

よる管理を基本とし、ロードマップにおいて、令和５年度までに漁獲量ベースで８

割をＴＡＣ管理とすることを目標に掲げ、漁獲量が多いもののうち、ＭＳＹベース

の資源評価が実施される見込みのものについて、順次ＴＡＣ管理の検討を開始して

いる。 

しかしながら、これまでに開催された資源管理手法検討部会や資源管理方針に関

する検討会（ステークスホルダー会合）において、参加者から科学的な資源評価の

内容が難しく、なかなか理解できないとの声があげられているところである。 

これを踏まえ、漁業者をはじめとする関係者からの資源評価に対する理解促進と

信頼性の向上を図るため、新たにＭＳＹベースの資源評価結果が公表された後、資

源管理手法検討部会の開催までの期間に、公開で研究機関からの資源評価結果の説

明や意見交換を行うこととする。 

２． 開催方法 

（１）開催時期・場所 

ＭＳＹベースの資源評価結果が最初に公表された後、資源管理手法検討部会に先

だって開催する。Ｗｅｂによるオンライン開催又はオンラインを併用した現地開催

とする。 

（２）内容 

資源評価結果の説明と今後の資源管理の議論のために必要な科学的な検討事項

を整理する。 
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